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論 文 内 容 の 要 旨 
本書の特徴は「EU」・「海運政策」・「競争法」というキーワードにある。わが国独禁法関係の研究は国際海運
に関してはほとんど触れられていない。これをEU競争法の研究者に限定するとさらに少ない。国際海運経済そ
のものについては既に貴重な労作が多くあるが、国際海運経済研究者が独禁法関係の研究者に国際定期船海運
競争活動の特殊性に対する情報を積極的に発信し、この分野の理解を深めるという視点で研究がなされてこな
かったからではないかと考える。本書はそのような役割を果たすことを願うものである。「EU共通海運政策」
のうち特に重要と思われるEU競争政策との関係に焦点をあてて考察する。 
本書の接近方法は２つの視点からなる。１つは「海運同盟」を中心とした国際定期船海運からの接近である。
国際定期船海運は「海運自由の原則」「航海自由の原則」という国際海運秩序のもとで、「海運同盟」によって
100年の永きに渡って強力に守られてきた。戦後に入ってこの組織は国連のUNCTADを舞台とした発展途上国の
「海運の南北問題」、いわゆる「新国際海運秩序」からの挑戦を受ける。さらにアジアNIESや中国を中心に高
度経済成長を遂げた諸国が、その経済発展を背景として国際定期船市場に進出し定期船市場で強力な盟外船と
して活躍する。1970年代からのコンテナ船の本格的な発展と普及はその驚異的な技術革新が従来の在来貨物船
によって培われてきた先進国海運のノウハウを陳腐化させる結果となった。また1984年の米国海運法は「海運
同盟」の独占禁止法からの適用除外の保証と引き換えに同盟運賃協定を弱体化させる規定を強化することとな
った。コンテナ輸送革命による技術の平準化は運送用役の差別化を困難とし、運賃競争の激化を招いた。船社
は航路の安定と運賃の修復をはかることを模索した。従来の同盟が管轄した市場を越えた複数同盟による協定
（広域同盟）、盟外船社と同盟船社が協定する協議協定、コンソーシアム、アライアンスなど船社間の再編、協
調、提携が続き、輸送コスト削減と荷主の輸送ニーズの対応への模索が現在もなお続いている。これが一つの
流れである。 
もう一つの視点はこのような国際定期船海運に対するEU競争法からの接近である。共通運輸政策は内陸輸送、
航空輸送と海上輸送の３分野からなるが、ローマ条約の運輸規定は84条２項によって航空と海運は除外されて
いた。EU競争法は主としてローマ条約第85条および86条に規定されている。1962年に「ローマ条約第85条およ
び86条に関する最初の規定、理事会規則第17号」が採択された。 
この規則によって欧州委員会は第85条、86条に対する専属権限を得た。運輸に対しては理事会規則第141号に
よってこの規則が適用されないこととなっていたが、内陸輸送については1968年に理事会規則1017／68が成立
した。しかし海運に対する競争規則の適用は1986年の「海運にローマ条約第85条および86条を適用するための
細則を規定する1986年12月22日の理事会規則第4056／86まで待たなければならない。この規定により海運同盟
協定は一括適用除外されることとなった。コンソーシアム協定は1995年４月に委員会規則第870／95が施行され
た。同盟、盟外船社にまたがる協議協定や、国際複合一貫輸送に対応する同盟船社の「共通内陸運賃協定」は
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個別適用除外を認められず、また船腹過剰を解消し、運賃の修復を図ろうとしたTAAの「船腹管理協定」は欧州
委員会によって廃止に追い込まれている。このような船社間協定のEU競争法適用への欧州委員会の対応の考察
が本論文の二つ目の流れである。これら二つの流れの接点にあるものは競争規則をどのように調整すればEU海
運政策の目的である国際競争力あるEU商船隊の保有と育成という政策目的を欧州委員会が達成出来るかという
問題である。海運への競争規則適用について利害調整の交渉過程を資料に基づき丹念に観察することによって
この課題を解明していこうとするのが本書の目的である。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
交通論は交通用役商品の特殊性から生じる交通産業の独特な発展の研究を通じて発達してきた。外航定期船
海運業の研究もまた同様である。この業界は、一方では、資本主義世界市場の発展を支える安定した輸送サー
ビスの提供という課題を抱え、他方では、固定費が大きいにもかかわらず技術革新や航路の短縮、途上国の参
入等々の船腹過剰傾向を常に持つことで破滅的競争に陥りやすいという特徴を有する。そうした特殊性の解明
と、その現実的対処である海運同盟の構造および動向が重要な研究課題となってきた。本論文は、その課題を
新たな状況である「２つの流れと１つの合流点」において、すなわち、コンテナ船登場以来の国際定期船海運
の競争変容とEU共通運輸政策の漸進的成立過程という２つの流れ、その中でEC（現EU）委員会が国際定期船
海運の特殊性をどのように理解し、EU競争法といかに調整を図り、EU商船隊の保有・育成をどう考えてきたか
という一つの合流点において考察するものである。百年以上の海運同盟の歴史を踏まえた上で、当該の数十年
にわたる複雑な過程を膨大な一次資料を駆使して丹念に跡づけた本論文は、海運研究とEU競争法研究の両分野
に対し多大な貢献を果たしている。 
本論文は全 14章をもって、上記「２つの流れと１つの合流点」を考察している。第１章は EECを誕生させ
た口ーマ条約と共通運輸政策の関連について論じ、その樹立が遅延した理由、内陸運輸政策や航空運輸政策と
海運政策との相違について明らかにしている。第２章は海運同盟と独占禁止法適用除外の歴史および英米政府
の対応の相違、第３章はその基礎にある「海運自由の原則」とその後退の歴史的経緯を論じる。第４章は第一
次共通海運政策樹立までの構成国の対応の変化と考え方、第５章はEC商船隊の長期的低落を受けて包括的共通
海運政策を必要とするにいたる事情を考察する。第６章はその共通海運政策における競争政策との関係に焦点
を絞り、ローマ条約競争規定の海運への適用と海運同盟に対して適用除外にいたった経緯について説明する。
第７章はさらに詳細にローマ条約競争規定の海運への適用を検討するため、細則である理事会規則 4056／86
制定状況をその草案にまで遡って考察し、問題の焦点が海運の特殊性への理解と、企業間の競争阻止行為の禁
止をうたうローマ条約および理事会規則 1017/68（内陸運輸へのその適用）との調整にあったことが明らかに
される。 
1980年代に入って海運同盟の弱体化が顕著となる。その主な理由はコンテナ輸送革命であった。コンテナは、
複合一貫輸送の発展による盟外船社とフォワーダーとの結合を強化した。また、輸送用役差別化が困難になっ
て運賃競争が激化し、輸送コスト切り下げのための船形大型化はさらに運賃低下の要因となった。従来の同盟
の多くは崩壊し、船社の集約、合併、統合が進み、複数同盟による協定（広域同盟）、同盟と盟外船社間で結ば
れる運賃設定を伴わない協議協定、コンソーシアム、アライアンスなどが登場してくる。第８章以降はこうし
た国際定期船海運の競争変容に揺れ動くEU海運政策の動向を分析している。第８章は広域同盟に対する対応、
第９・10・11章はコンソーシアムに対する対応と一括適用除外の方針に至るまでを考察する。第12・13章は
欧州同盟の共通内陸運賃設定問題を取り上げ、紛争の経緯、EC委員会と欧州同盟側双方の意見内容を詳細に示
す。委員会は、同盟船社が陸上輸送業者を下請けとして利用することで利益をあげているととらえ、内陸運賃
協定は競争法からの適用除外要件に当てはまらないと主張し、同盟側は最適なロジスティクス・システム構築
のために内陸運賃協定は必要であり、その利益は公平に還元されているがゆえに適用除外要件に妥当すると主
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張した。この問題は、現代的意味での「国際コンテナ定期船海運の特殊性」が委員会に理解されて、競争法適
用除外を引き出しうるかどうかに焦点があった。EC委員会からの反対意見提出は、その特殊性の主張が今日で
はもはや十分には受け入れられなくなってきていることを示した。最終第14章は、EUが国際競争力あるEU商
船隊をEU 船籍にこだわって育成することを断念し、EU 構成国の支配する商船隊が公正な競争のもとで自由に
国際的活動を行えるようにする競争政策がより前面に出ようとしていることを論じている。それが今後の国際
定期船海運に与える影響の大きさを示唆して本論文は終わる。 
本研究は、海運同盟の歴史を踏まえた上でEU共通海運政策と競争法に焦点を絞り、現代国際海運の競争変容
と国際海運業の特殊性理解の変化、およびその政策的帰結を明らかにした出色の成果である。法制度が異なり、
かつ生成途上におけるEUの政策形成過程について、詳細かつ懇切にその大要を示したことに感嘆せざるを得な
い。その上で望蜀の思いを吐露すれば、表記上の不統一が散見されること、また長期かつ種々の法令・規則等
が入り交じる研究ゆえに、索引、年表、略語表が欠けていることが惜しまれる。周到にも巻末に重要報告書、
委員会規則等が翻訳されてあるだけに残念である。さらに、上記検討を踏まえた上で著者自身の現代国際海運
の特殊性理解と政策評価について、踏み込んだ記述を期待したかった。とはいえ、これらの指摘は本研究の本
質的価値を損なうものとは思われず、審査委員会は一致して、本論文を博士（商学）の学位を授与するに値す
るものと判断した。 
